鹿児島市水道局設計業務等委託履行要領（令和４年４月１日制定）
（趣旨）

第１条　この要領は、鹿児島市水道局（以下「水道局」という。）が発注する設計業務等委託（以下「業務」という。）の適正な履行の確保を図るため、必要な事項を定めようとするものである。
（用語の定義）

第２条　この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

(1) 担当課長　業務の履行を行う課の長をいう。

(2) 契約図書　鹿児島市水道局設計業務等委託契約書並びに委託業務内容補足説明書、質疑応答書、図面及び仕様書（以下「設計図書」という。）をいう。

(3) 履行期間　契約図書に明示した、業務を実施するために要する始期日から終期日までの期間をいう。
(4) 業務着手日　契約締結後、業務に着手する履行期間の始期日をいう。
(5) 指定部分完成検査　設計図書により指定された部分（以下「指定部分」という。）の業務が完了したときに行う検査をいう。
(6) 完成検査　業務が完了したときに行う検査をいう。
(7) 出来高精算検査　契約の解除をしたときに、既履行部分について行う検査をいう。
（管理技術者等の選任）

第３条　受注者は、管理技術者、照査技術者及び担当技術者（以下「管理技術者等」という。）を置いたときは、技術者等選任通知書（設計等）（様式第１）により委託契約（以下「契約」という。）締結時に総務部経理課（以下「経理課」という。）に届け出なければならない。また、管理技術者等を変更するときは、発注者と協議し、技術者等変更通知書（設計等）（様式第２）により届け出なければならない。

（調査職員の指定等）

第４条　業務の履行に当たっては、担当課長は、業務ごとに調査職員を指定するものとする。

２　担当課長は、１つの業務につき２名以上の調査職員を指定することができる。

３　発注者は、担当課長が調査職員を定めたときは、調査職員選任通知書（様式第３）により速やかに受注者に通知しなければならない。また、２名以上の調査職員を指定し、権限を分担させたときにあっては、それぞれの調査職員の有する権限の内容を区分欄に記入し、通知するものとする。調査職員を変更したときは、調査職員変更通知書（様式第４）により通知しなければならない。

４　調査職員は、契約図書その他業務に関する図書の内容を熟知するとともに、業務内容を十分に把握し、現場調査立会い、指示により適切に業務が履行され、意図する成果物が完成するように努めなければならない。

５　調査職員は、契約の適正な履行を確保するため、必要に応じて、業務打合簿（様式第５）により受注者又は管理技術者等に指示を行うものとする。

（個人情報取扱責任者の選任等）

第５条　受注者は、業務の履行に当たり、個人情報に関する取扱責任者を選任し、技術者等選任通知書（設計等）により契約締結時に経理課に届け出なければならない。また、個人情報に関する取扱責任者を変更するときは、発注者と協議し、技術者等変更通知書（設計等）により届け出なければならない。

（個人情報の取扱い）

第６条　受注者は、発注者が業務打合簿により指示又は承諾した場合を除き、個人情報が記録された資料を契約の目的以外に使用してはならない。

２　受注者は、やむを得ない理由により個人情報が記録された資料を複写し、又は複製する必要がある場合は、その理由を明記した請求・通知・報告・協議書（様式第６）を発注者に提出し、許可を得なければならない。

３　受注者は、個人情報が記録された資料を発注者が指定した場所から外部に持ち出す場合は、その理由を明記した請求・通知・報告・協議書を発注者に提出し、許可を得なければならない。

４　受注者は、契約の履行が完了したとき、又は契約が終了し、若しくは解除されたときは、個人情報が記録された資料を請求・通知・報告・協議書に添付して速やかに発注者に返還しなければならない。ただし、返還が困難なものについては、発注者の指示に従い処分し、その結果を請求・通知・報告・協議書により発注者に報告しなければならない。

５　受注者は、個人情報を取り扱う契約の履行の全部又は一部を第三者に委託するときは、請求・通知・報告・協議書により発注者の承諾を得なければならない。このとき、受注者は、委託者に対して、個人情報の漏えい、滅失又はき損の防止その他保有個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。

６　受注者は、個人情報の取扱処理状況について、発注者が指示した場合、請求・通知・報告・協議書により報告しなければならない。

７　受注者は、個人情報が記録された資料に漏えい、滅失、き損その他の事故が発生したときは、直ちに請求・通知・報告・協議書により発注者に届け出、必要な措置を講ずるとともにその状況を請求・通知・報告・協議書により報告しなければならない。

８　発注者は、受注者の個人情報の取扱いが不適当と認められるときは、請求・通知・報告・協議書により受注者に対して必要な指示を行うことができる。

９　発注者は、受注者が前各項の内容に違反していると認めたときは、契約の解除をすることができる。この場合において、鹿児島市水道局建設工事等の契約に係る履行保証の事務処理要領（平成９年６月１日制定。以下「事務処理要領」という。）で定める委託契約解除通知書により通知するものとする。
（前払金の請求）

第７条　受注者は、業務委託料の１０分の３以内の前払金の支払いを前払金申請書（様式第７）及び請求書により発注者に請求することができる。
（業務工程表の提出）

第８条　受注者は、契約締結後１４日以内に当初業務工程表（様式第８）を調査職員に提出しなければならない。

２　受注者は、契約を変更した場合、変更契約締結後１４日以内に変更業務工程表（様式第９）を提出しなければならない。ただし、履行期間又は業務工程に変更が生じない軽微なものについては、この限りでない。
（履行の報告）

第９条　受注者は、契約締結後１０日以内に業務に着手し、着手後速やかに業務着手届（様式第１０）を調査職員に提出しなければならない。

２　受注者は、業務の進捗状況を報告するため、月別履行予定・進捗状況報告書（様式第１１）を調査職員に提出しなければならない。ただし、次の各号に掲げる業務で、調査職員が業務打合簿により承諾したものについては、省略することができる。

(1) 履行期間が３０日以内の業務
(2) 業務委託料の額が２５０万円以下の業務
(3) その他提出の必要がないと調査職員が認める業務
３　受注者は、業務の履行に関連して調査職員と打合せを行った場合、又は関係機関及び関係者と協議した場合は、業務打合簿に内容を記録し、調査職員に提出しなければならない。
（業務実績データの作成及び登録等）
第１０条　受注者は、測量調査設計業務実績情報システムに基づき、業務の受注、変更、完了及び訂正時に業務情報として業務実績データを作成し、調査職員の確認を受けた後、適宜一般財団法人日本建設情報総合センター（以下「日本建設情報総合センター」という。）に登録申請しなければならない。また、日本建設情報総合センター発行の登録内容確認書が届いたときは、速やかにその写しを業務打合簿に添付して調査職員に提出しなければならない。

（下請負の届出）

第１１条　受注者は、業務の履行にあたり、下請負の有無を設計業務等委託下請通知書（様式１２）により、経理課に届け出なければならない。また、受注者は、次の各号に掲げる要件を満たさなければ、業務を下請負に付してはならない。
(1) 受注者が、業務の履行につき総合的に企画、指導及び調整すること。

(2) 下請負者が、当該下請負委託業務の履行能力を有していること。

(3) 下請負者が、鹿児島市水道局建設工事等競争入札参加有資格業者の場合は、指名停止中でないこと。

（業務中の安全管理）
第１２条　受注者は、西日本電信電話株式会社又は九州電力送配電株式会社が設置したケーブルその他市民生活に重大な影響を及ぼすおそれのある工作物に接近して業務をする場合は、あらかじめ保安上必要な措置及び緊急時の措置について調査職員と協議し、これを業務打合簿に記録するとともに、協議した内容を厳守しなければならない。
２　受注者は、酸素欠乏症の危険性のあるタンク、暗渠、ずい道、既設人孔その他構造物に出入りする場合は、有害ガス及び酸素欠乏空気の有無を事前に調査・測定し、関係法令に基づいて作業員の安全確保に努め、事故の防止対策を講じなければならない。また、測定結果は、作業環境測定記録表（様式第１３）に記録し、調査職員から提出を求められた場合は速やかに提出するとともに、３年間は受注者において保存しなければならない。
（業務計画書の提出等）
第１３条　受注者は、業務着手に先立ち、業務概要、実施方針、業務工程、業務組織計画、打合せ計画、成果物の内容、部数・使用する主な図書及び基準・連絡体制（緊急時含む）、照査計画を具体的に記載した業務計画書を契約締結後１４日以内に業務打合簿に添付して調査職員に提出するものとする。ただし、次の各号に掲げる業務で、調査職員が業務打合簿により承諾したものについては、業務計画書の提出を省略することができる。
(1) 履行期間が３０日以内の業務
(2) 業務委託料が２５０万円以下の業務
(3) その他提出の必要がないと調査職員が認める業務
２　受注者は、前項の業務計画書に変更が生じるときは、理由を明確にしたうえ、変更に関する事項についての業務計画書を調査職員に提出するものとする。
（管理技術者等に対する措置請求）

第１４条　発注者は、管理技術者若しくは照査技術者又は受注者の使用人若しくは受注者から業務を委任され、若しくは請け負った者がその業務の実施につき著しく不適当と認められるときは、受注者に対して、委託業務関係者に対する措置請求書（様式第１４）により必要な措置をとることを請求することができる。

２　受注者は、前項の規定による請求があったときは、請求を受けた日から１０日以内に、当該請求に対する回答を請求・通知・報告・協議書により発注者に報告しなければならない。
３　受注者は、調査職員がその職務の執行につき著しく不適当と認められるときは、発注者に対して、調査職員に対する措置請求書（様式第１５）により必要な措置をとることを請求することができる。

４　発注者は、前項の規定による請求があったときは、請求を受けた日から１０日以内に、当該請求に対する回答を請求・通知・報告・協議書により受注者に通知しなければならない。
（履行条件の確認）

第１５条　受注者は、業務を行うに当たり、次の各号に掲げる事実を発見したときは、直ちに条件確認依頼書（様式第１６）により調査職員に届け出、その確認を求めなければならない。

(1) 図面、仕様書、現場説明書、質疑応答書当が一致しないこと。（これらの優先順位が定められている場合を除く。）

(2) 設計図書に誤り又は脱漏があること。

(3) 設計図書の表示が明確でないこと。

(4) 履行上の制約等設計図書に示された自然的又は人為的な履行条件が実際の履行条件と相違すること。

(5) 設計図書に明示されていない履行条件について予期することのできない特別な状態が生じたこと。

２　調査職員は、前項の規定による確認を求められたとき又は自ら前項各号に掲げる事実を発見したときは、受注者の立会いのうえ直ちに調査を行わなければならない。ただし、受注者が立会いに応じない場合には、受注者の立会いを得ずに行うことができる。

３　調査職員は、受注者の意見を聴いたうえで、調査終了後１４日以内に調査の結果を業務打合簿により受注者に通知しなければならない。ただし、やむを得ない理由があるときは、当該期間を延長することができる。

４　発注者は、前２項の調査の結果により第１項の事実が確認された場合において、必要があると認められるときは、設計図書の訂正又は変更を行わなければならない。

（業務の中止）

第１６条　発注者は、受注者の責めに帰すことができない事由が発生した場合又は発注者が必要と認める場合に、業務の履行の全部又は一部を一時中止させることができる。この場合において、発注者は、業務中止通知書（様式第１７）により受注者に通知しなければならない。

２　発注者は、一時中止した業務を再開させるときは、業務中止解除通知書（様式第１８）により通知しなければならない。

（受注者の請求による履行期間の延長）

第１７条　受注者は、その責めに帰すことができない事由により履行期間内に業務を完了することができないときは、その理由を明示した履行期間延長願（様式第１９）により発注者に履行期間の延長を求めることができる。

２　前項の規定により履行期間延長の求めがあった場合、正当な理由に基づくものであるときは、発注者は履行期間を延長しなければならない。

（発注者の請求による履行期間の短縮等）

第１８条　発注者は、履行期間の短縮を行うときは、委託業務変更通知書（様式第２０）により受注者に通知し、委託業務変更通知承諾書（様式第２１）により受注者の承諾を得なければならない。
（履行期間の変更）
第１９条　前２条に定めるもののほか、履行期間の変更については、発注者と受注者との協議によるものとし、協議開始の日から１４日以内に協議が整わない場合は、発注者が定め委託業務変更通知書により通知するものとする。なお、受注者は、協議内容を業務打合簿に記録し、調査職員に提出しなければならない。
２　前項の協議については、発注者が受注者の意見を聴いて日時を定めるものとし、受注者に請求・通知・報告・協議書により通知しなければならない。ただし、履行期間の変更事由が生じた日から７日以内に発注者が協議の日時を通知しない場合は、受注者は協議の日時を請求・通知・報告・協議書により発注者に届け出ることができる。
（業務委託料の変更）
第２０条　受注者が履行条件の変更により増加費用を必要としたため又は発注者の責めに帰すべき事由により損害を受けたために業務委託料の変更が生じた場合において、発注者が負担する費用の額については、発注者と受注者と協議して定めるものとする。なお、受注者は、協議内容を請求・通知・報告・協議書に記録し、発注者に提出しなければならない。
（設計図書等の変更）

第２１条　発注者は、設計図書の内容を変更するときは、委託業務変更通知書により受注者に通知し、委託業務変更通知承諾書により受注者の承諾を得なければならない。

（業務委託料の変更に代える設計図書の変更）
第２２条　発注者は、業務委託料を増額すべき場合又は費用を負担すべき場合において、特別の理由があるときは、業務委託料の増額又は負担額の全部又は一部に代えて設計図書を変更することができる。この場合において、設計図書の変更内容は、発注者と受注者との協議によるものとし、協議開始の日から１４日以内に協議が整わない場合には、発注者が定めるものとする。
２　前項の協議については、発注者が受注者の意見を聴いて日時を定めるものとし、受注者に請求・通知・報告・協議書により通知しなければならない。ただし、業務委託料を増額すべき事由又は費用を負担すべき事由が生じた日から７日以内に発注者が協議の日時を通知しない場合は、受注者は協議の日時を請求・通知・報告・協議書により発注者に通知することができる。
（引渡し前における成果物の使用）

第２３条　発注者は、成果物の引渡し前においても、成果物の全部又は一部を受注者の承諾を得て使用することができる。
（指定部分完成検査の請求等）

第２４条　受注者は、指定部分の業務が完了したときは、直ちに検査要綱で定める委託業務指定部分完了通知書・検査調書に成果物を添えて調査職員に届け出なければならない。

２　前項の届出を受けた場合、担当課長は届出を受けた日から起算して５日以内に委託業務指定部分完了通知書・検査調書に業務委託等関係図書及び成果物を添えて、総務課長に指定部分完成検査の請求をしなければならない。

３　総務課長は、担当課長が指定部分完了通知書の届出を受けた日から起算して１０日以内に、受注者の立会いのうえ指定部分完成検査を完了しなければならない。ただし、特別の理由があるときは、受注者の同意を得て１５日以内に延長することができる。

４　総務課長は、指定部分完成検査の結果、業務の履行が設計図書に適合し、手直しその他の措置を講ずる必要がないと認めるときは、前項の指定部分完成検査完了後直ちに検査要綱で定める検査結果通知書を担当課長に送付するものとする。

５　総務課長は、指定部分完成検査の結果、業務の履行が設計図書に適合しないと認めるときは、担当課長に対し、手直しその他の措置を講ずるよう検査要綱で定める手直指示書により指示しなければならない。ただし、軽易な手直しについては、口頭により行うことができる。
６　前項の規定により指示を受けた担当課長は、受注者に対し、手直しその他の措置を講ずるよう手直指示書により指示しなければならない。ただし、軽易な手直しについては、口頭により行うことができる。

７　受注者は、手直しが完了したときは、担当課長に検査要綱で定める手直完了通知書を提出するものとし、担当課長は総務課長に指定部分完成検査の再請求をしなければならない。この場合においては、手直しの完了を指定部分の業務の完了とみなして、第２項から第６項までの規定を適用する。

８　第４項の規定による指定部分完成検査結果の送付を受けた担当課長は、直ちに検査結果通知書により受注者に通知しなければならない。

９　担当課長は、検査結果通知書を受領した受注者から検査要綱で定める目的物引渡申出書により引渡しの申し出があった場合は、速やかに検査要綱で定める目的物引受書を発行しなければならない。

１０　受注者は、第３項の指定部分完成検査に合格したときは、部分引渡しに係る業務委託料の支払いを請求することができる。なお、発注者は、請求を受けた日から３０日以内に部分引渡しに係る業務委託料を支払わなければならない。
（完成検査の請求等）

第２５条　受注者は、業務を完了したときは、直ちに検査要綱で定める委託業務完了通知書・検査調書に成果物を添えて発注者に通知しなければならない。

２　前項の届出を受けた場合、担当課長は届出を受けた日から起算して５日以内に委託業務完了通知書・検査調書に業務委託等関係図書及び成果物を添えて、総務課長に完成検査の請求をしなければならない。

３　総務課長は、担当課長が完了通知書の届出を受けた日から起算して１０日以内に、受注者の立会いのうえ完成検査を完了しなければならない。ただし、特別の理由があるときは、受注者の同意を得て１５日以内に延長することができる。

４　総務課長は、完成検査の結果、業務の履行が設計図書に適合し、手直しその他の措置を講ずる必要がないと認めるときは、前項の完成検査完了後直ちに検査要綱で定める検査結果通知書を担当課長に送付するものとする。

５　総務課長は、完成検査の結果、業務の履行が設計図書に適合しないと認めるときは、担当課長に対し、手直しその他の措置を講ずるよう検査要綱で定める手直指示書により指示しなければならない。ただし、軽易な手直しについては、口頭により行うことができる。

６　前項の規定により指示を受けた担当課長は、受注者に対し、手直しその他の措置を講ずるよう手直指示書により指示しなければならない。ただし、軽易な手直しについては、口頭により行うことができる。

７　受注者は、手直しが完了したときは、担当課長に検査要綱で定める手直完了通知書を提出するものとし、担当課長は総務課長に完成検査の再請求をしなければならない。この場合においては、手直しの完了を業務の完了とみなして、第２項から第６項までの規定を適用する。

８　第４項の規定による完成検査結果の送付を受けた担当課長は、直ちに検査結果通知書により受注者に通知しなければならない。

９　担当課長は、検査結果通知書を受領した受注者から検査要綱で定める目的物引渡申出書により引渡しの申し出があった場合は、速やかに検査要綱で定める目的物引受書を発行しなければならない。

１０　受注者は、第３項の完成検査に合格したときは、業務委託料の支払いを請求することができる。なお、発注者は、請求を受けた日から３０日以内に業務委託料を支払わなければならない。

（発注者の解除権）

第２６条　発注者は、契約を解除するときは、事務処理要領で定める委託契約解除通知書により受注者に通知しなければならない。
（受注者の解除権）

第２７条　受注者は、契約を解除するときは、委託契約解除通知書（様式第２２）により発注者に通知しなければならない。
（契約解除に伴う措置及び出来高精算検査）

第２８条　受注者は、契約の解除を行った業務について、既履行部分の支払いを請求しようとするときは、既履行部分精算報告書（様式第２３）に関係書類一式を添えて経理課長に届け出なければならない。

２　前項の規定により既履行部分精算報告書の届出があった場合、経理課長は、調査職員に関係書類一式を査定のうえ速やかに既履行部分精算設計書を作成するよう求めるものとする。

３　調査職員は、既履行部分精算設計書の作成が完了したときは、経理課長に報告しなければならない。

４　経理課長は、前項の報告を受けた場合、直ちに受注者に既履行部分の確認請求をするよう連絡しなければならない。

５　受注者は、事務処理要領で定める既履行部分等確認調書により経理課長に既履行部分の確認請求をしなければならない。

６　前項の請求を受けた場合、経理課長は、請求を受けた日から起算して５日以内に既履行部分等確認調書及び既履行部分精算設計書に業務委託等関係図書を添えて、総務課長に出来高精算検査の請求をしなければならない。

７　総務課長は、前項の請求を受けた場合、速やかに期日を定め、受注者の立会いのうえ出来高精算検査を完了しなければならない。

８　総務課長は、出来高精算検査の結果を事務処理要領で定める既履行部分等確認調書並びに検査要綱で定める検査結果通知書及び出来形精算調書により、前項の検査完了後直ちに経理課長に送付しなければならない。

９　出来形精算検査結果の送付を受けた経理課長は、直ちに検査結果通知書により受注者に通知しなければならない。

１０　経理課長は、検査結果通知書を受領した受注者から事務処理要領で定める目的物の一部引渡書により引渡しの申し出があった場合は、速やかに事務処理要領で定める目的物の一部引受書を発行しなければならない。
１１　検査結果通知書を受領した受注者は、既履行部分精算部分に係る精算代金の額に異存がなければ請求書により支払いを請求するものとする。なお、発注者は、請求を受けた場合、速やかに既履行部分精算部分に係る精算金額を支払わなければならない。
（契約不適合担保責任）
第２９条　発注者は、引き渡された成果物が種類又は品質に関して契約の内容に適合しないものであるときは、受注者に対し、成果物の修補又は代替物の引渡しによる履行の追完を請求することができる。ただし、その履行の追完に過分の費用を要するときは、発注者は履行の追完を請求することができない。
２　前項の場合において、受注者は、発注者に不相当な負担を課するものでないときは、発注者が請求した方法と異なる方法による履行の追完をすることができる。
３　第１項の場合において、発注者が相当の期間を定めて履行の追完の催告をし、その期間内に履行の追完がないときは、発注者は、その不適合の程度に応じて代金の減額を請求することができる。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、催告することなく、直ちに代金の減額を請求することができる。
　(1) 履行の追完が不能であるとき。
　(2) 受注者が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示したとき。
　(3) 成果物の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行しなければ契約した目的を達することができない場合において、受注者が履行の追完をしないでその時期を経過したとき。
　(4) 前３号に掲げる場合のほか、発注者がこの項の規定による催告をしても履行の追完を受ける見込みがないことが明らかであるとき。

付　則

　この要領は、令和４年４月１日から施行する。

